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１ 厚生労働省 重層的支援体制整備事業

１

重層的支援体制整備事業（社会福祉法第106条の４）

≪重層的支援体制整備事業のイメージ≫
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生活困窮

重層的支援体制整備事業
（多機関協働事業等）

既存制度・機関の支援者の対応力強化、
既存制度・機関間の連携強化

① 介護・障害・こども・生活困窮分野の相談支援事業・地域づくり事業の内容を

全て実施し、かつ一体的に運用する。

② 多機関協働事業等を実施。具体的には以下（１）～（３）を実施（注）。

（１）多機関協働事業：既存制度のみでは直ちに対応が難しいケースに関し、関係機関

の役割分担・支援の方向性の策定等を行う。

（２）アウトリーチ等を通じた継続的支援事業：既存制度のみでは直ちに対応が難しい

ケースに対し、継続的な訪問支援等を行う。

（３）参加支援事業：既存制度のみでは直ちに対応が難しいケースに対し、本人のニーズ

を踏まえた社会資源とのマッチングや支援メニューの開拓等を行う。

２. 事業内容（以下を全て実施）

○ 既存の相談支援・地域づくり事業に係る補助等と多機関協働事業等に係る補助
を統合し、一括交付金として市町村に交付。

＜交付基準額等＞

①：相談支援事業・地域づくり事業 ⇒ 各制度に基づく基準額・交付割合等を維持
②：多機関協働事業等 ⇒ 市町村の人口規模に応じて基準額を設定。

交付割合は実施年数等に応じて設定（Ｒ８以降）。

３. 財政支援の仕組み（一括交付金）

○ 包括的な支援体制を整備するための１つの手段として、令和２年社会福祉法改正により創設。 ※ 実施市町村数：42（R３）→ 585（R８）（予定）

○ ① 介護・障害・こども・生活困窮などの既存の相談支援事業・地域づくり事業を一体的に実施することに加え、② 既存制度のみでは直ちに
対応が難しい支援ニーズへの対応力を向上させるための多機関協働事業等を実施する。

○ 主に体制整備初期段階で活用し、既存制度・機関の支援者の対応力強化と既存制度・機関間の連携強化を図り、包括的な支援体制の
整備を促進することを目的とする。

１. 事業の目的等

（※）他方、多機関協働事業者のみでケースに直接的な支援を行うことが
固定化している状況や、多機関協働事業者のみにケースが任せきりにされる
／孤立している等の状況もみられ、事業趣旨・目的が十分に浸透していない
こと等が課題。
⇒ 事業趣旨に沿った評価指標の導入等により、事業の質の向上を図る。

（注）事業目的を踏まえると、多機関協働事業は、各市町村における中核的な役割を担う機関（生活困窮等）、アウト
リーチ等を通じた継続的支援事業や参加支援事業は、生活困窮分野の自立相談支援事業、就労・住まい支援の
各事業、高齢分野の生活支援コーディネーターによるアウトリーチ支援等の既存制度の活用に移行していくことも考えられる。

（※）必須事業は４分野であるが、包括的な支援体制整備においては、生活保護等

他の福祉関連制度とも広く連携することとしており、本事業も同様。

孤独・孤立
対策

困難な問題を抱え
る女性への支援
（女性相談支援センター

等）

こども施策
（児童相談所等）

生活困窮者自立支援制度における他制度との連携

○ 生活困窮者自立支援制度では、他制度と連携しつつ、本人の状態像に応じてきめ細かく支援することが重要。
また、必要とする方に確実に支援を届けるというアウトリーチの観点から、関係機関が生活困窮の端緒となる事象
を把握した場合には、自立相談支援事業等の利用勧奨を行うことが必要。

○ さらに、地域資源の開発に当たっても、他制度のネットワークや他機関と連携することが重要。

連携通知で示した連携の例

（注）「生活困窮者自立支援制度と関係制度等との連携

介護保険
（地域包括支援センター等）

自殺対策
（地域自殺対策推
進センター等）

教育施策
（教育委員会、
スクールソーシャ
ルワーカー等）

住宅施策
（公営住宅、
居住支援協議会

等）

地方税制度
（税務担当部局）

年金制度
（年金事務所等）

生活保護
（福祉事務所）

農林水産分野
（農政担当部局等）

多重債務者対策
（消費生活相談窓口、
法テラス、弁護士会等）

ひきこもり支援
（ひきこもり支援機関）

子ども・若者
育成支援

（子ども・若者支援
地域協議会等）

更生保護制度
（保護観察所等）

国民健康保険制度
後期高齢者医療制度

労働行政
（ハローワーク、
地域若者サポート
ステーション等）

地域福祉施策
（社会福祉協議会、民生委
員・児童委員、よりそい

ホットライン等）

障害保健
福祉施策

（障害者就業・生活支援
センター等）

電気・
都市ガス・
水道
事業者

健康増進施策
（保健師等）

生活困窮者
自立支援制度

（自立相談支援機関）

権利擁護支援策
（日常生活自立支援事業、成年

後見制度等）

（参考）

（厚生労働省提供資料）
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２ 厚生労働省 地域ケア会議における関係者との連携
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頼れる身寄りがいない高齢者等が抱える課題の解決に際して
つながるべき関係者・関連事業等の例

○ 頼れる身寄りがいない高齢者等が抱える課題として、生活支援、財産管理、身元保証、死後事務などが挙げられる。

○ こうした課題の解決方法としては、地域ケア会議などを活用して地域課題として必要な資源を整理することに加え、地域の多様な
主体による取組、民間サービス、公的な制度・事業（頼れる身寄りがいない高齢者等の支援を行う第二種社会福祉事業、生活困窮者
自立支援制度、成年後見制度）など、必要なニーズに対応した関係者・関連事業等につなげていくことが考えられる。

• 通院の送迎・付き添い生活支援

• 買い物の同行、物品購入

• 日用品や家具の処分

• 介護保険サービス等に係る手続きの代行

• 定期的な収入（年金等）・支出（公共料金
等）に係る手続き代行

財産管理

• 生活費の管理

• 財産の保存、管理、売却等に係る手続き代行

• 入退院・入退所時の手続き支援身元保証

• 緊急連絡先の指定の受託、緊急時の対応

• 死亡や火葬に係る手続き代行死後事務

• ライフラインの停止に関する手続き代行

• 残置物などの処理に係る手続き代行

• 墓地の管理・撤去に係る手続き代行

頼れる身寄りがいない高齢者等が抱える課題の例 つながるべき関係者・
関連事業等の例

※ 「ケアマネジメントに係る諸課題に関する検討会の中間整理」（令和６年12月）
及び 総務省行政評価局「身元保証等高齢者サポート事業における消費者保護の推進
に関する調査結果報告書」（令和５年８月）もとに整理

生活支援コーディネーターと協働し、
地域の多様な主体による社会資源の発
掘・創出、ネットワーク構築

・NPO団体
・ボランティア団体
・互助組織（老人クラブ等）
・住民主体の取組 など

民間のサービスにつなぐ

・高齢者等終身サポート事業
・信託銀行によるサービス
・保険外サービス など

公的な制度・事業の活用

・頼れる身寄りがいない高齢者等の
支援を行う第二種社会福祉事業

・生活困窮者自立支援制度
・成年後見制度 など

➥出雲市の例

➥朝来市の例

➥岡崎市の例
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３ 消費者庁 消費者安全確保地域協議会
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４ こども家庭庁 離婚前後家庭支援事業
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■ 事業の目的

離婚前後の家庭に対して、離婚がこどもに与える影響、離婚後の生活や養育費・

親子交流の取決めについて考える機会を提供するため、親支援講座の開催やひとり

親家庭支援施策に関する情報提供等を行うとともに、養育費の履行確保や親子交流

の実施等に資する取組を実施するもの。

■ 事業の概要（法的支援に関するもの）

「⑶ 養育費・親子交流の履行確保に資する取組」として、

・弁護士等を配置することによる個別相談支援

・養育費受取に係る民事執行手続の申立てに係る費用支援

・養育費受取に係る弁護士費用の支援 等

■ 実施主体等

○ 都道府県、市、福祉事務所設置町村（※民間団体への委託可）

○ 事業の実施に要する経費のうち、補助金として国が２分の１を負担

（こども家庭庁提供資料）
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■ 支援の具体例①：弁護士等費用の補助

○ 養育費の取決め（調停事件等）や履行確保（民事執行手続等）のために弁護士

等を利用したときに、その弁護士費用等を助成する施策

○ 自治体によって異なるが、上限１０万円～１５万円程度が多い

○ 令和６年度は全国で１６か所の自治体が実施

○ 例えば金沢市では、法テラスとも連携し、年間１０件以上の利用実績がある

○ なお、民事法律扶助との調整規定の有無や内容は自治体によって異なる

（こども家庭庁提供資料）
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■ 支援の具体例②：弁護士への法律相談に関する支援

○ 弁護士による無料法律相談を実施する施策

○ 令和６年度は全国で５２か所の自治体が実施

○ 多くの自治体で、年間数十件程度の利用実績がある

○ 新潟県などいくつかの自治体では、弁護士による法律相談に先立って、自治体

職員や養育費相談員において事実関係を聴取・整理して法律相談につなぐ取組を

実施

（こども家庭庁提供資料）
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